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第一章 は じ め に

先般,信 託法が改正されたことを受け,わ が国においても,特 に近年,

信託制度の活用に注目が集まっている。信託は,イ ギ リスに端を発 し,主

として英米法系諸国において発展 してきた制度であるとされる(1)が,ド イ

ツなどの大陸法系諸国においても,英 米法系諸国における信託とは系譜の

異なる,ロ ーマ法に由来する信託制度が存在 してお り(2),さらに,最 近では

新たに中国(2001年),ル クセンブルク(2003年),イ タリア(2006年),

フランス(2007年)等 の国々においても次々に信託法が成立するなど,益 々

広が りを見せている(3)。

信託の当事者(委 託者 ・受託者 ・受益者)の いずれかが外国籍であった

り,あ るいは外国に居住 している場合,信 託財産が外国に所在 している場

合,信 託事務が外国において行われる場合等,信 託に何らかの国際的要素

が含まれている場合には,国 際私法上,当 該信託をめぐる問題についてい

かなる国の法が適用されるかを決定する必要が生 じる。従来,わ が国の旧

信託法の下においては,信 託は信託銀行が業として行う商事信託の形で利

用されていたために法的紛争が発生すること自体が極めて少な く,そ のよ

うな状況の下では,国 際私法上,信 託の準拠法がどのように決定されるか
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判然 としなくとも,わ が国の取引実務において格別の支障は生 じていな

かった。このような事情もあって,こ れまで,信 託の準拠法決定に関 して

は,法 例,法 の適用に関する通則法(以 下,通 則法)の いずれにおいても

明文規定が存せず,解 釈に委ね られたままとなっている。その解釈につい

ても,信 託をめぐる国際私法上の問題について刮目に値する論稿が重ね ら

れてきたとはいえ,議 論が十分に蓄積されるには至っていない。

しか し,信 託法の改正により,柔 軟な財産管理を可能とする信託に対す

る潜在的需要が掘 り起こされ,今 後は,わ が国においても,商 事信託に限

らず,様 々な形態での信託が増大することが予想される。また,世 界各国

において,経 済のグローバ リゼーションに対応 し,自 国法の競争力を高め

るために信託法が相次いで制定されていることか らみても,今 後,国 際信

託をめぐる法的紛争が格段に増加するおそれがある。このように信託を取

り巻 く社会状況が変化する一一方で,信 託準拠法の決定及びその適用範囲に

ついては明 らかでない点が多 く,特 に信託の準拠法と信託に関わる他の単

位法律関係の準拠法(物 権準拠法,夫 婦財産制の準拠法,相 続の準拠法等)

との適用関係については,未 だ検討されていない問題が山積 している。こ

れ らの点が明確にな らない限 り,国 際信託をめぐる様々な法的問題につい

ていかなる国の法が適用されることになるのかという問題に関 して信託当

事者の予見可能性が確保できず,リ スク管理上の懸念か らわが国における

国際信託の発展が阻害されかねない。今後の国際信託の発展を視野に,信

託に関する国際私法上の問題 について十分に議論を重ねることが急務 と

なっているq)。

なお,信 託の準拠法及びその適用範囲,及 び他の単位法律関係の準拠法

との適用関係を考慮する際には,上 述のように信託という法制度は多 くの

国で認められつつある一方で,未 だ信託制度を有 しない国(5)もあり,依 然

として世界に普遍的に存在する法制度とまではなっていないという点,さ
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らに,信 託制度を有 して いる国の間で も,各 国の信託法の 内容の相違が大

き く,そ の相違 は信託 の基本的性格 ・構造 にさえ及ん でいる(6>と い う点 に

十分な注意を払 う必要が ある。 さ らに,信 託制度を有す る一国の法秩序 内

において,信 託 は他の法制度 と競合 ・併存す るなかで利用 されて いるとい

う点 も看過すべ きでな い(7)。

本 稿で は,以 上の点を踏 まえつつ,ま ず信託の基本的構造 につ いて比較

法的 に概観 した上で,信 託準拠法の決定一般 につ いて,さ らに,信 託準拠

法 と信託財産準拠法の適用関係 につ いて,若 干の考察を行 う。そ して,こ

れ らの点 につ き検討す るにあたって は,特 に,信 託の準拠法及 び承認 に関

す るハ ーグ条約(以 下,ハ ーグ信託条約)の 内容及 び解釈 につ いての議論

に焦点を あて,紹 介す ることと したい。ハ ーグ信託条約 は,信 託の国際化

に対応 し,信 託 につ いての準拠法決定方法を統一一す ることによって法的安

定性を確保す ることを 目的 に,ハ ーグ国際私法会議 にお いて1984年 に作成

され,1992年 に発効 した条約で あ り(8),2010年8月17日 現 在で,条 約加盟国

(地 域)は,オ ー ス トラ リア,カ ナダ,イ タ リア,ル クセ ンブル ク,マ ル

タ,モ ナコ,オ ランダ,ス イス,イ ギ リス,中 華人民共和国香港特別行政

区,リ ヒテ ンシュタイ ン,サ ンマ リノとい った12力 国 に及 んでい る(9)。信

託の準拠法決定 に関 して,ハ ーグ信託条約 は様 々な点でわが国への示唆 に

富んで いることか ら,適 宜,そ の 内容や解釈 につ いて詳 しく触れ ることと

す る。

第二章 信託の基本的構造についての比較法的概観

信託とは,典 型的には,委 託者が一一定の財産を受託者に移転 し,受 託者

は委託者か ら指示された目的に従って受益者のために当該財産を管理 ・処

分するという法律関係を指 し⑩,有 用な財産管理方法の一つとして,各 国
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で利用されている。これまで,特 に英米法系諸国における信託の発展が著

しく,英 米法上の信託は,英 米法系諸国に留まらず,そ れ以外の国々にも

継受されており⑪,わ が国もそのような国の一一つに数えられる。英米法型

の信託が比較法的に優勢とな りつつあるなかでも,他 方で,ド イツ等の大

陸法系諸国において,ロ ーマ法に由来する信託が独自の発展を遂げ,英 米

法型の信託とは似て非なる特徴を依然として有 している⑫。

英米法上の信託とローマ法に由来する信託は,委 託者が一一定の財産を受

託者に移転 し,受 託者は一一定の目的に従って当該財産を管理する義務を負

うという点では共通する反面,そ の基本的構造には歴史的 ・法文化的背景

の相違に起因する大きな差異がみ られる。具体的には,信 託財産の独立性

を端的に認めるか否かという点に関 して,さ らに,受 託者がその権限に違

反 して第三者に信託財産を譲渡 した場合の処理について,英 米法上の信託

とローマ法に由来する信託では大きく異なる。

英米法上の信託は,受 益者の権利保護を重視するイギ リス型の信託と,

委託者の意思の実現に重きを置 くアメリカ型の信託に分けられるものの,

いずれにしても,受 益者は単なる債権的な権利義務を越えた財産的権利を

有するとされ,大 陸法的な債権 ・物権という概念の枠内では捉えきれない

内容を有 している。英米法上の信託においては,イ ギ リスが元来コモン ・

ローと衡平法(エ クイティ)と いう二元的な法体系を有 していることを奇

貨として,受 託者がコモン ・ロー上の権利を有するのに対 し,受 益者は単

なる債権的な権利義務に留まらない衡平法(エ クイティ)に 基づ く財産的

権利を有するとされ⑱,さ らに,受 託者と受益者は,単 なる契約関係に留ま

らない,信 認関係 という特別の関係に立つとされるω。また,英 米法上の

信託の場合,信 託財産と受託者の固有財産は分別管理された上で,信 託財

産の独立性が認められ,受 託者は信託財産を所有 しているものの,信 託財

産は受託者の責任財産か ら除外される。従って,信 託事務の処理によって

4



信託準拠法と信託財産準拠法の適用関係について

受託者に対 して債権を取得することになった者(信 託債権者)は 信託財産

を自己の債権の引き当てにすることができるが,受 託者の一般債権者は信

託財産を自己の債権の引き当てにすることはできない。よって,受 託者の

一般 債権者は信託財産を差 し押さえることはできないし,受 託者が破産 し

たとしても,信 託財産が破産財団に組み込まれることはない⑮。 さらに,

受託者が死亡 しても,信 託財産は受託者の相続財産とはならず,受 託者の

相続人に相続 されることはない⑯。また,英 米法上の信託では,受 託者が

その権限に違反 して第三者に信託財産を譲渡 したような場合には,受 益者

には追及権という特別の権利が付与され,信 託財産の復旧を図ることが可

能である(1の。 このように,英 米法上の信託は,所 有権の絶対や資産の唯一

性といった大陸法にみ られる私法上の基本原則とは相容れない性質を孕ん

でいる。

他方,ド イツ等でみ られる,ロ ーマ法に由来する信託においては,大 陸

法上の物権と債権の峻別を背景に,受 託者は,委 託者から移転された財産

につき制限のない完全な所有権を取得するとされ,受 託者への拘束は債権

的なものにすぎないと説明されるq8)。このように,ロ ーマ法に由来する信

託の場合,受 託者は委託者か ら移転された財産について完全な所有権を取

得するとの前提に立つため,本 来は,信 託財産は受託者の固有財産と区別

されずに混同する。つまり,信 託財産は受託者の責任財産とな り,受 託者

の一般債権者の債権の引き当てとなる⑲。さらに,受 託者が死亡すると,

信託財産は受託者の相続人の相続の対象となるとされる⑳。 ドイツの通説

においても,受 託者は信託財産上の権利に関 して完全権を持つことが前提

とされた上で,信 託の目的に基づ く制限は,委 託者と受託者との間の債権

的拘束に過ぎないと解されているが,但 し,ド イツ法は実体法上はこのよ

うな立場を維持 しなが ら,破 産法上あるいは強制執行法上,委 託者にそれ

ぞれ取戻権,異 議権を認めることで信託財産と受託者の固有財産の区別を
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図 り,実 体法上のルールに事実上の修正を加えている⑳。他方,ド イツ法

上は,受 託者がその権限に違反 して第三者に信託財産を譲渡 した場合にも

その処分は有効であり,委 託者に,英 米法上の信託におけるような追及権

は認められず,債 権的保護のみが与えられることになる⑳。結局,ド イツ

法上,委 託者が有する権利は,本 来は単なる債権法的性格を有するにすぎ

ないにも関わ らず,破 産や強制執行においては物権的に扱われ,他 方,信

託財産が受託者の権限違反行為により第三者に譲渡された場合には物権的

に扱われないという,捻 じれた状況にある㈱。

日本は,基 本的にイギ リス法を継受 した信託法を有 しているものの⑫の,

同時に大陸法系諸国のうちの一一国でもあることか ら,通 説は,信 託におい

ては,委 託者は受託者に財産の完全権を付与 し,受 託者 は信託の 目的に

従って受益者のために当該権利を管理 ・処分すべき義務を負うとの理解に

立っている(債 権説)㈱。この債権説によれば,受 益者は基本的に債権のみ

を有することになるが,一 一定の場面においては法によって信託としての特

別な保護が付与されているとして,信 託財産の独立性が肯定されている⑳。

2007年 に成立 したフランス信託法も,信 託財産の独立性を認めるなど,英

米法上の信託に接近 しつつも,な おローマ法に由来する信託の要素も残 し

た折衷的な信託法であるとされる⑳。 このように,各 国における信託は,

英米法上の信託,ロ ーマ法に由来する信託,そ れ らの折衷的な信託とで,

その基本的構造についても複雑に異なっている。

わが国の国際私法上,信 託の単位法律概念をいかに定めるかという問題

について考察する際には,上 記のような各国法における信託の基本的構造

の相違を十分 に踏まえる必要があろう。なお,ハ ーグ信託条約 において

は,信 託は,「委託者が生存中の行為によりまたは死亡を原因として設定す

る法律関係であって,財 産が受益者のためまたは特定の目的のため受託者

の管理の下に置かれるもの」(2条1項)と 定義され,さ らに,信 託 は,
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以下の三つの特徴(① 信託財産が独立の基金を構成 し,受 託者の固有財産

には属 さな い。②信託財産 は,受 託者名義 または受託者のた めに第三者名

義 とな る。③受託者 は,信 託条項 または法律 によ り課 され る特別の義務 に

従 い,信 託財産を管理 し,使 用 し,ま たは処分す る権利及 び義務を有 し,

これ らに関 して責任を負 う。)を 備 える ものと規定 されている(2条2項)。

ハ ーグ信託条約の適用上,こ の2条 の基準を満 たさな い信託 は,ハ ー グ信

託条約の適用範囲外 とな るため,英 米法系諸国 にお ける信託,あ るいは英

米法系諸国以外の国 において英米法上の信託 にい くらかの修正を加えて継

受 され た信託㈱,例 え ば,日 本 における信託,ラ テン ・アメ リカ諸国の いわ

ゆるfideicomiso,カ ナ ダ ・ケベ ック州のfiducie,リ ヒテ ンシュタイ ンの

Treuhandershaft等 に つ いて はハ ー グ信 託 条約 が適 用 され る と解 され

る働。他方 で,ド イツ法 にお ける信託(Treuhand),オ ラ ンダ法 にお ける

bewind,イ ス ラム法 にお けるwaqf等 は,信 託 に類似す る制度 と してのみ

捉え られ,条 約の適用 され る 「信託」 と しての本質的性質を欠 くもの とさ

れ る⑳。条約 が適 用 され る信託 の基準 についての,こ の よ うなハー グ信託

条約の立場 は,わ が国 において信託の単位法律概念を考え る際 に参考 とな

ると思われ るが,ハ ーグ信託条約で は適用対象 とされて いな いローマ法 に

由来 す る信託 等 について,信 託 の単位 法律概念 か ら除 くこ とが適切 か否

か,あ らためて慎重な検討をなす ことが求 め られ よう。

さ らに,信 託の単位法律概念 ・準拠法 につ いて考察す るにあた って は,

各 国法 において認 め られて いる信託の種類 ・性質への理解が欠かせな い。

例え ば,ハ ーグ信託条約で は,任 意 に設定 され,か つ書面 によ り証明 され

る信託 につ いてのみ条約が適用 され る(3条)と 規定 して いるた め,法 律

の規定 または裁判所の決定 によって設定 され る信託,口 頭 による信託な ど

はハ ー グ信託 条約 の適用 範囲 か ら外 れ るこ とにな る。従 って,擬 制信 託

(constructivetrust)等 に つ いて はハー グ信託条約 の適用範囲外 とな って
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いる⑳。各国法上認められる信託の種類は多種多様であるが,わ が国の国

際私法上,信 託の単位法律概念 ・準拠法についてのルールを検討する際に

は,各 国の実質法における各種の信託の性質を見極めた上で,様 々な信託

が有する性質に応 じて,慎 重に場合分けして議論することが求められる㈱。

第三章 信託準拠法の決定一般について

わが国においては,信 託をめぐる国際私法上の問題についての議論が乏

しい中,通 則法の立法作業を行う際に,法 制審議会において,信 託の準拠

法に関する規定を設けるべきか否かについて議論が行われた。その際,い

わゆる分解説の立場をとるA案(信 託を債権的側面と物権的側面に分けた

上で,信 託の債権的側面については法例7条(通 則法7条)の 「法律行為」

にあたるとし,信 託の物権的側面については法例10条(通 則法13条)の

「物権其他登記スヘキ権利」(対 象財産が債権の場合には,法 例12条(通 則

法23条)の 「債権譲渡」)に あたるとす る立場)と,い わゆる一体説の立

場をとるB案(信 託を一一体として捉えた上で,端 的に信託という単位法律

関係についての連結点を探求する立場)を たたき台として,検 討がなされ

た㈱。

審議において,A案 については,信 託に関するあらゆる問題を債権と物

権という側面に二分 して振 り分けることは困難であり,ま た適当でもない

との見解が呈され,ま た,A案 によれば現行規定の解釈で対応可能であり,

新たに規定を設 ける必要がないとの指摘がなされた劔。 さらに,B案 につ

いては,A案 よりも支持が得 られたものの,信 託という単位法律概念をど

のように捉えるべきかという点について,ま た,さ らに連結政策について,

具体的な見解は提示されなかった㈲。結局,法 制審議会では,① 抵触法上

のルールを考えるに際 しては実質法の動向を十分に踏 まえる必要がある

8
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が,信 託法改正のスケジュールとの関係で,今 回の法例改正において信託

の準拠法に関する規定を設けることは時期尚早である,② 現在の日本の実

務では商事目的での信託の利用が多 く,民 事信託等を含めた信託の統一的

な連結政策についてはほとんど想定されていなかったため,な お検討を継

続することが望ましい,③ 実務上渉外的な信託案件は少ないため,早 急に

規定を設ける必要性は高 くな く,議 論の蓄積が不十分な現段階での立法は

かえって実務上弊害が生 じる懸念がある,④ 信託は国によってその法的性

格が大きく異なるという特徴を有するため,新 法に信託の準拠法に関する

規定を置 くよりも,ハ ーグ信託条約の締結を将来的に検討する方が望まし

い,等 の意見が挙げられG③,結論として,通 則法上信託の準拠法について特

段の規定は設けられず,こ の点については引き続き解釈に委ねられること

となった。

信託をめぐる準拠法決定について⑳,学 説においては,通 則法が適用さ

れることを前提として,国 際私法上信託を委託者による単独行為とみて,

通則法7条 一10条 が適用されるとの見解が提示されている㈱。確かに,法

律の規定による信託や裁判所の決定による信託等を除き,信 託が委託者の

単独行為あるいは委託者と受託者の間の契約により設定されるという点を

考慮すれば,信 託の成立やいわゆる信託の内部関係(受 託者の権限及び義

務,信 託財産の管理方法等)に ついては,法 律行為についての通則法7条

以下が適用されると解するのが自然かもしれない。 しか し,通 則法7条 は

他の条文との関係か ら通例は 「債権的」法律行為についての規定であると

解されており,仮 に信託の物権的側面については通則法13条 等によるとす

るのであれば,通 則法の立法の際に議論された上述のA案 について批判さ

れたように,信 託を債権的側面と物権的側面に二分するという,困 難かつ

無益な作業に直面せざるをえない。 ドイツにおいても,信 託を,債 権的側

面と物権的側面に分けて,債 権的側面については当事者が選択 した法を適
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用 し,物 権的側面 については物の所在地法を適用す るとの見解がみられ

る働が,信 託についてのこのような法性決定のあり方 自体,物 権 と債権を

峻別する大陸法の伝統に依拠 したものであって,ロ ーマ法に由来する信託

はこのような単位法律関係の切 り分けに馴染むとしても,債 権と物権とい

う概念の枠内に収まらない英米法型の信託を念頭に置 く場合,信 託を 「債

権」と 「物権」という単位法律関係に適切に切 り分けることは不可能であ

ろう。例えば,基 本的にイギ リス法を継受 したわが国の実質法上も,信 託

の本質,信 託の受益権の性質をどのように捉えるべきかという問題につい

ては債権説(通 説)と 物権説その他の対立があるところであり,い ずれの

説も完全に受益権の性質を大陸法と整合的に説明 しえたとは言い難いとさ

れている㈹。実質法上 も信託の本質について争いがある状況の下で,国 際

私法独自の観点か ら信託を国際私法上 「債権」,「物権」という大陸法上の

法概念に依拠 した単位法律関係に切 り分けるのは理論的にも困難を伴い,

また,仮 に切 り分けができたとしても,必 ず しも適切でない結果が生 じる

ことが懸念される。

信託の単位法律概念の画定の問題とも関わるが,実 務上問題となる信託

の多 くを英米法型の信託が占めるであろうことを考慮すれば,や はりいわ

ゆる分解説の立場は適切ではないと思われる。一一体説と分解説はいずれも

信託をめぐる法律関係を複数の単位法律関係に切 り分けた上で整理を行う

ものであり,そ の整理の際に働 く考慮要素は基本的に共通するとして,一 一

体説と分解説のいずれの立場をとるべきかという問題は重要性に欠けると

の指摘もあるがω,「一体説」と 「分解説」のいずれをとるべきかという問

題幽は,各 単位法律概念の画定という一般的な問題に関わるのは勿論,信

託準拠法と他の単位法律関係の準拠法との具体的な適用関係にも影響を及

ぼす重要な問題であり,ま ず,こ の点についていかなる立場をとるかを明

確にする必要があると考える。
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私見では,通 則法には信託の準拠法決定に関する明文規定が欠鉄 してい

るとの前提をとった上で,信 託が委託者の意思によって作 り上げられる作

為的関係であるという点を考慮 し,「信託」という単位法律関係について一

体 として通則法7条 以下が類推適用 され ると解すべ きであると思われ

る⑬。このように解することで,当 事者の予測可能性の確保及び正当な期

待の保護といった要請に応え られ,ま た,信 託を債権的側面と物権的側面

に二分するという困難を避けることができるものと思われる。なお,ハ ー

グ信託条約でも,信 託の準拠法については,委 託者による準拠法選択(6

条)が 認められ,さ らに委託者による準拠法選択がない場合には,最 密接

関係地法(7条1項)に よる規律が定められている。この最密接関係地法

を確定するにあたっては,特 に,委 託者が指定 した信託事務遂行地,信 託

財産の所在地,受 託者の居住地または営業地,信 託の目的及び当該目的を

達成すべき地を参酌すると規定 されている(7条2項)。 信託の最密接関

係地法を決定するにあたって,ハ ーグ信託条約が挙げているこれらの要素

は,わ が国の通則法8条 の解釈に際 しても参考となろう。

なお,信 託当事者のみが関わる,い わゆる信託の内部関係については,

以上のように通則法7条 以下を類推適用することで定まる信託準拠法によ

り規律されると解することで事足 りるとしても,信 託の当事者以外の第三

者が関わる,い わゆる信託の外部関係については,適 宜,物 権準拠法,相

続準拠法,夫 婦財産制の準拠法等,関 連のある他の単位法律関係の準拠法

と信託準拠法の適用関係につき別途考慮する必要がある鱒。次章では,信

託準拠法と信託財産準拠法の適用関係が問題となる場合に焦点をあてて検

討する。
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第四章 信託準拠法と信託財産準拠法の適用関係について

←)信 託財産の独立性

(1)日 本における議論

ある国の法に基づいて信託が設定されたが,当 該信託の信託財産が信託

準拠法所属国以外の国に所在するような場合,当 該財産をめぐる問題につ

いて,信 託準拠法と信託財産準拠法がいかなる形で適用されるかが問題と

なる。例えば,信 託財産の独立性について,す なわち,信 託財産の独立性

を認める国の法に基づいて信託が設定され,当 該信託の信託財産が信託制

度の存 しない国等に所在する場合,受 託者の一般 債権者が当該財産を強制

執行の対象とすることができるかという問題の準拠法決定については,わ

が国においても様々な見解が提示されている。

まず,第 一一に,信 託財産の独立性をめぐる問題については信託準拠法に

よるべきとの見解(信 託準拠法説)が ある。早川眞一一郎教授は,こ のよう

な場合に受益者が強制執行を排除できるということは信託法の重要な効力

であって,信 託準拠法が決めるべき問題であると述べる㈲。

また,第 二に,こ のような信託財産の独立性をめぐる問題については信

託財産所在地法によるべきとの見解(信 託財産所在地法説)が ある。道垣

内正人教授は,こ の問題は財産の所有者がだれかという問題に帰着すると

し,物 権の問題 として財産所在地法が適用 されるとの立場をとる㈹。その

上で,財 産所在地法が信託の場合には受託者自身の財産か ら分離する扱い

を認めているときに,次 の問題として,信 託準拠法上信託が有効に設定さ

れているか否かが判断されることになるとされる㈲。また,森 田果准教授

は,問 題となる財産が不動産である場合を念頭に置き,信 託制度の存 しな

い国においては当該財産についてそれが信託である旨の公示がなされない
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以上,受 託者の一般 債権者が当該財産に対 して行うモニタリングは信託が

設定されていないことを前提としてなされる可能性があり,こ のような債

権者については信託による財産分離を正当化する前提となるモニタリング

の効率化が実現されていないことになると指摘 し,さ らに,受 託者の一般

債権者による強制執行の排除の是非を信託準拠法で決定することによって

は判決の国際的調和を実現できない可能性が高い点を根拠に,信 託財産所

在地法説に好意的な立場をとる姻。

確かに,規 律の実効性という観点か らすると,信 託財産の独立性につい

ては信託財産所在地法により判断するとの立場をとることには十分な理由

がある。 しか し,他 方で,信 託準拠法上信託財産の独立性についてどのよ

うに規定されているかを問わず,受 託者の一般 債権者による強制執行の排

除の可否を信託財産所在地法のみにより判断するとすれば,信 託財産の独

立性に関 して信託当事者が欲 した信託準拠法上の信託の効力が当初から一

切考慮 されないということになる。信託財産の独立性が認められるか否

か,認 められるとしてもいかなる形でそれが認められるかという点は,信

託当事者が信託を設定するにあたって考慮するであろう最も重要な要素の

一一つであり,信 託当事者が信託準拠法たる特定の国の法に基づき信託を設

定する際には,当 然,当 該国法上の信託財産の独立性についての規律を念

頭に置いているものと考え られる。それにもかかわらず,信 託財産の独立

性が認められるか否かが問われる場面において,信 託準拠法を一切考慮せ

ず,信 託財産所在地法のみによるとすると,信 託当事者の予測可能性への

配慮に欠けるのではないだろうか。仮に国際私法上の信託という単位法律

概念の中にローマ法に由来する信託も包摂されるとの前提に立てば,信 託

の成立により信託財産の独立性が認められることは必ず しも自明の理では

ないことか らしても,信 託当事者が自ら選択可能な信託準拠法上の信託財

産の独立性についての規律をできる限 り尊重することが信託当事者の予測
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可能性を確保するためには望ましい㈹。信託財産所在地法上の規律 につい

て配慮する必要性は確かにあるものの6①,信託財産の独立性は本来信託の

効力の問題であり,原 則的には信託準拠法によると解すべきであろう。こ

の点につき注目されるのが,信 託財産の独立性は信託準拠法によるとの基

本的立場に立 ちながら,他 の単位法律関係の準拠法の適用にも配慮する

ハーグ信託条約の規定である。以下,ハ ーグ信託条約の規定を挙げて検討

する。

(2)ハ ーグ信託条約における信託財産の独立性

ハーグ信託条約では,8条1項 において,6条 及び7条 によって定まる

信託準拠法は,信 託の有効性,そ の解釈及び効力並びに信託事務を規律す

るとして,信 託準拠法の適用範囲の大枠が規定された上で,8条2項 にお

いて,特 に信託準拠法に規律される事項として,受 託者の選任,受 託者相

互間の権利 ・義務,信 託の存続期間など,信 託準拠法により規律されると

解 しても特に問題のない,信 託の内部関係に関わる事項が列挙されている

が,当 然,こ の列挙のなかに信託財産の独立性の問題は含まれていない61)。

但 し,ハ ーグ信託条約では,信 託が普遍的な法制度でないことか ら,信 託

制度を有 しない条約加盟国の理解を助けるために,信 託を自国で承認する

にあたって具体的にいかなる効果を認めることになるのかを示す目的で,

信託の承認についての規定 として11条 が置かれており6⇒,この11条 に信託

財産の独立性に関する規定がみ られる。11条3項 では,信 託準拠法がその

旨規定 していることを条件とした上で,承 認は特に次のことを意味すると

して,受 託者の一般 債権者は信託財産を強制執行の対象とすることができ

ないこと(a号),信 託財産は,受 託者の支払不能または破産にあた り,

受託者の財産の一一部を構成するものでないこと(b号),信 託財産は,受

託者及びその配偶者の夫婦財産の一一部を構成するものでな く,ま た,受 託
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者の死亡の際,受 託者の相続財産の一一部を構成するものでもないこと(c

号)等 が挙げられている㈹。つまり,ハ ーグ信託条約においては,信 託準

拠法において信託財産の独立性が認められている場合に限って,締 約国は

当該信託につき信託財産の独立性を承認することになるとされてお り,結

局,ハ ーグ信託条約上,信 託財産の独立性は信託準拠法が適用されるべき

事項であると捉えられていると解 される融。以上のように,ハ ーグ信託条

約は,8条 においては信託財産の独立性を信託準拠法の適用範囲に入る事

項として列挙 していないものの,他 方で,11条 を勘案すると,や はり信託

準拠法が適用されるべき事項であるとの立場をとっていることが看取され

る。

また,さ らに信託財産の独立性の問題 に関連 して注 目すべきであるの

が,ハ ーグ信託条約15条 である。15条1項 では,こ の条約は,法 廷地の抵

触法によって定まる準拠法上の強行規定で,未 成年者及び無能力者の保護

(a号),婚 姻の身分的及び財産的効力(b号),遺 言によると否 とを問わ

ず,相 続権,特 に,配 偶者等の遺留分(c号),所 有権の移転及び担保物

権(d号),支 払不能の際の債権者の保護(e号),そ の他,善 意の第三者

の保護(f号)等 の事項に関するものの適用を妨げるものではない旨が規

定されており㈲,ハ ーグ信託条約上,法 廷地の抵触法により指定 される準

拠法として,他 の単位法律関係の準拠法上の強行規定が,信 託準拠法に重

ねて適用され,事 実上信託準拠法に優先する余地が認められている6③。つ

まり,信 託準拠法の適用結果と,法 廷地の抵触法によって定まる他の単位

法律関係の準拠法上の強行規定の適用結果が相容れない場合には,信 託準

拠法 の適用 によ り生 じるはずの信託の効力は事実上阻まれ ることにな

る勧。このように,ハ ーグ信託条約上,信 託準拠法の適用範囲に入 ると解

される事項であっても,法 廷地の抵触法に基づき他の単位法律関係の準拠

法上の強行規定が適用されることにより,信 託準拠法の適用結果が達成で
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きない事態が想定されている点 も非常 に示唆的である⑬。信託財産の独立

性について信託準拠法が適用されるとの立場がとられる一一方で,こ の問題

についての信託準拠法の適用は,15条 により,法 廷地の抵触法により指定

される信託財産準拠法上の,所 有権の移転及び担保物権(d号),支 払不

能の際の債権者の保護(e号),そ の他,善 意の第三者の保護(f号)等

に関わる強行規定による制限の下に置かれているものと解される翻。

(3)ノJ、 非舌

以上のように,ハ ーグ信託条約では,11条 において,信 託財産の独立性

については信託準拠法の適用範囲に入 り,信 託準拠法上認められている限

りにおいて信託財産の独立性が承認されるとの立場がとられているが,同

時に,15条1項 により,同 条約は,法 廷地の抵触法によって定まる準拠法

上の強行規定で,所 有権の移転及び担保物権(d号),支 払不能の際の債

権者の保護(e号),そ の他,善 意の第三者の保護(f号)等 に関するも

のの適用を妨げるものではないと規定することにより,他 の単位法律関係

の準拠法として法廷地の抵触法により指定された信託財産準拠法(信 託財

産所在地法)の 強行規定が事実上信託準拠法に優先 し,結 果的に信託が承

認されず,信 託財産の独立性が認められない事態を想定 しているものと解

される㈹。

わが国の国際私法上も,ハ ーグ信託条約の立場と同様に,信 託財産の独

立性が信託準拠法により認められることを前提として,規 律の実効性及び

判決の国際的調和の観点か ら,さ らに信託財産準拠法が認める場合に限っ

て信託財産の独立性が認められると解すべきであると思われる㊨1)。このこ

とは 「個別準拠法は総括準拠法を破る」という国際私法上の定式の一一例 し

て説明できよう。従って,結 局は,信 託準拠法上認められる信託財産の独

立性は,規 律の実効性の観点か ら,信 託財産準拠法が許容する範囲に制限
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され ることにな ると思われ る。

(⇒ 信託財産であることの対抗要件

信託準拠法所属国以外の国に所在する信託財産について受託者の一般債

権者が当該財産を強制執行の対象とすることができるかという問題につい

て考慮するにあたっては,信 託財産の独立性が認められるか否かという点

が問題となるのに加え,さ らに当該財産が信託財産であることを受託者の

一般 債権者に対抗できるか否かという点も問題となる。

わが国の信託法上,信 託財産は受託者の固有財産から独立 し,受 託者の

一般 債権者はこれに対 し強制執行す ることができない旨が定められ劒,こ

れに違反 した強制執行に対 しては,受 託者または受益者に異議権が認めら

れているが㈹,但 し,差 押財産が不動産その他登記または登録を対抗要件

とす る権利である場合には,受 託者が信託の登記または登録を しなけれ

ば,当 該財産が信託財産に属することを差押債権者に対抗することができ

ない㈹。他方,差 押財産が登記または登録方法のない財産である場合には,

当該財産が信託財産に属することを主張するにあたって対抗要件は不要で

ある㈲。イギリス法上は,信 託財産が不動産 ・動産いずれの場合にも信託

財産に帰属することを主張するための対抗要件は不要とされている㈹。 こ

のような信託財産であることの対抗要件の問題は,取 引保護の要請に基づ

く公示方法についての問題であり,当 該財産の帰属に関わること,各 国の

実質法上,信 託財産である旨の登記は通常は当該財産が不動産である場合

に必要となること,そ のような登記は財産所在地でなさざるを得ないこと

等を考慮すると,通 則法13条 が適用されるべき事項として,信 託財産所在

地法によるべきであると思われる㈹。また,さ らに,仮 に債権について信

託財産であることの対抗要件の具備が問題になるとすれば,通 則法23条 を

類推適用 し,当 該債権の準拠法により判断されることとなろう㈹。以上の

17



近畿大学法学 第58巻第4号

ように,信 託財産であることの対抗要件の問題については,信 託財産準拠

法が専 ら適用され,信 託準拠法による余地はないものと考え られるであろ

う。

(≡)信 託財産における物上代位

信託準拠法所属国以外の国に所在する信託財産について受託者の一般 債

権者が当該財産を強制執行の対象とすることができるかという問題につい

て考慮するにあたっては,上 述のように,信 託財産の独立性や信託財産で

あることの対抗要件が問題となるが,そ れ以前に,そ もそも当該財産が信

託財産に属するのかという点がまず問題となろう。わが国の信託法では,

信託財産における物上代位が認められており,信 託設定時に受託者が委託

者か ら直接譲渡された財産だけでな く,信 託財産に属する財産の管理 ・処

分 ・滅失 ・損傷その他の事由により受託者が取得 した財産も信託財産とし

て認められる㈹。 また,イ ギ リス法上 も,信 託財産における物上代位は,

「トレーシング(tracing)の 法理」のなかで認められており,基 本的には

日本法と同様に,受 託者が取得 した信託財産の代位物が新たに信託財産を

構成することとなる⑳。他方,ド イツ法では,委 託者か ら受託者に直接に

財産が移転することが信託財産として認められるための要件とされている

ため(直 接性の原則)⑳,一般 的な信託に関 して信託財産における物上代位

が認められておらず,土 地と信託口座を除き⑫,受 託者が委託者から直接

譲渡された財産のみが信託財産とされる。このように,各 国の信託法上,

信託財産に物上代位を認めるか否かという点についても相違がある。

問題の財産が信託財産に属するか否か,信 託財産における物上代位が認

められるか否かという問題について,ハ ーグ信託条約では明確な規定は置

かれていないが,15条 による制限は付されるものの,信 託準拠法上信託財

産の物上代位が認められる限 り,信 託の効力として信託財産における物上
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代位が認められるものと解される⑬。わが国の国際私法上 も,信 託財産に

おける物上代位が認められるか否かという問題は,信 託財産の範囲の問題

として当然に信託準拠法が適用されると解されるが,同 時に,規 律の実効

性等の観点か ら,個 々の財産の準拠法上も信託財産における物上代位が認

められる必要があるものと思われる㈹。ちょうど,相 続財産の構成 につい

て,相 続準拠法により規律されるとの前提をとった上で,相 続準拠法上の

規律が個々の財産準拠法においても認められる必要があるとされているの

と同様に,こ れも 「個別準拠法は総括準拠法を破る」という国際私法上の

定式の一一例といえるだろう。

四 受託者の権限違反行為により信託財産が処分された場合の

信託財産の復旧

さらに,信 託準拠法と信託財産準拠法の適用関係が問題となる場合とし

て,受 託者の権限違反行為により信託財産が処分された場合,信 託財産の

復旧を請求することができるか否かという問題がある。受託者の権限違反

行為により信託財産が第三者に譲渡された場合,イ ギ リス法では,受 益者

に,第 三者に対 して当該財産又はその代位物を追及することができる財産

的請求権(追 及権)が 認め られているが㈲,ド イツ法では,受 託者の権限

違反行為により信託財産が第三者に譲渡された場合に信託財産の復旧を求

める権利は受益者 ・委託者ともに認められておらず,本 来は委託者に債権

的保護が与え られるのみであり,実 質的に物権的な処分制限を実現する方

法として,処 分禁止の合意に反する処分を解除条件とする所有権移転,あ

るいは処分禁止の合意に反する処分を停止条件とする再譲渡請求権の仮登

記を認めるといった手段が考案 されている㈹。他方,わ が国では,受 託者

が信託財産のためにした行為がその権限に属 しない場合には,端 的に受益

者の取消権,す なわち一一種の追及効が認められている⑳。
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受託者の権限違反行為により信託財産が第三者に譲渡された場合,信 託

財産の復旧が認められるかという問題の準拠法決定について,森 田果准教

授は,信 託準拠法と行為地法の累積的適用説(通 則法4条2項 類推適用)

をとり,信 託違反があるか否か,受 益者がこのような取消権を持ちうるか

については信託準拠法によるが,但 し,信 託準拠法が受益者による信託違

反の取消権を認めているだけでな く,取 引行為が行われた地の法もそれを

認めている場合に限って受益者 による取消を認めるべきであろうと述べ

る㈹。

ハーグ信託条約では,こ の問題に関わる規定が11条3項d号 に置かれて

いる。11条3項d号 第1文 では,信 託準拠法が規定する限 りにおいて,受

託者が信託に違反 して信託財産を自己の固有財産と分別管理せずまたは信

託財産を譲渡 した場合には,信 託財産の復旧を請求することができる旨が

規定されている。つまり,受 託者が信託に違反 して信託財産を自己の固有

財産と分別管理せずまたは信託財産を譲渡 した場合に,信 託財産の復旧を

請求できるか否かという問題は,11条3項d号 第1文 により,信 託準拠法

により規律されるとの立場がとられている。そしてさらに,11条3項d号

第2文 において,当 該財産の所持人である第三者の権利及び義務は,法 廷

地の抵触法によって定まる法律により規律されると規定されている⑲。つ

まり,当 該財産の所持人である第三者の権利及び義務 という点について

は,ハ ーグ信託条約上信託準拠法の適用範囲には含まれず,法 廷地の抵触

法に委ねられることが明確にされている⑳。これは,信 託財産の復旧請求

に対 し第三者がどのような抗弁を主張することができるかという問題は,

復旧を求める権利自体を規律する準拠法,す なわち信託準拠法とは関わ り

のない独立 した法選択問題であるという見方か らきている⑱1)。第三者の予

測可能性の観点か ら,こ の場合,通 常,信 託財産の復旧請求に対する第三

者の抗弁の問題,つ まり,当 該財産の譲渡の有効性の問題については財産
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所在地法により判断されることとなろう㈱。

なお,イ ギ リス国際私法上も,信 託財産の復旧請求に対する第三者の抗

弁の問題の準拠法決定については,財 産の譲渡に関する問題として財産所

在地法によるとされているが㈱,JonathanHarris教 授は,11条3項d号

第2文 によって財産所在地法が適用されることになるのは,善 意での取引

等を根拠に第三者が当該財産の取得について十分な権原を与えられるか否

かという問題のみであるとし,財 産所在地法が,信 託自体の有効性を争っ

たり,財 産所在地国に信託の概念がないことを理由に信託上の利益が存 し

ないと第三者が主張するために使われるとすると,一 旦有効に成立 した信

託は信託制度を認めていない国に信託財産が所在することによって害され

ないとした条約のアプローチが完全に損なわれて しまうことになると主張

する鴎。このように,JonathanHarris教 授は,受 託者の権限違反行為に

より信託財産が処分 された場合の信託財産の復旧の可否を判断するにあ

たって,財 産所在地法上も信託の有効性が認められなければならないと解

することには否定的である。また,JonathanHarris教 授は,11条3項d

号の解釈につき,ま ず,第 一一の段階として,第 三者が所持 している信託財

産を追及できるか否かという問題については信託準拠法が適用されると

し,信 託準拠法によりそもそも追及権自体が認められない場合には,第 三

者か ら信託財産を取 り戻すことはできないと述べる㈹。さらに,信 託準拠

法により追及権が認められる場合には,第 二の段階として,第 三者が信託

の受益者の請求を免れるかどうか,つ まり,第 三者が受益者の請求に対 し

てどのような抗弁主張をすることができるかという点が問題とな り,こ の

点については財産所在地法が適用されるとする㈹。

また,DavidHayton教 授 は,11条3項d号 の解釈 につき,Jonathan

Harris教 授 と同様に,ま ず,第 三者が所持 している信託財産を追及できる

か否かという問題について信託準拠法が適用され,信 託準拠法により追及
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権が認められる場合には,次 に,第 三者が受益者の請求を免れるかどうか

という問題について財産所在地法が適用 されると述べた上で,さ らに,

JonathanHarris教 授 とは異なる主張 として,第 三者が信託財産の復旧請

求を免れないとしても,当 該財産の復旧の可否は,財 産所在地法上,受 益

者に単なる対人的請求権のみな らず,対 物的請求権が認められるか否かに

左右されると付け加える㈱。つまり,DavidHayton教 授は,信 託財産の復

旧が認められるにあたっては,財 産所在地法上も受益者に追及権に類似す

る物権的保護が与え られている必要があるとの見解をとっている。また,

DavidHayton教 授は,こ の11条3項d号 の解釈につき,仮 に財産所在地

法が信託を認めていない国の法である場合には,財 産所持人である第三者

が信託違反について悪意であったことが財産所在地法上詐欺にでも当たら

ない限 り,こ のことは追及権を意味のないものにして しまうであろうとも

述べる㈹。

ハーグ信託条約の説明報告書にこの点の解釈について詳 しい記述はない

が,私 見 としても,JonathanHarris教 授が主張するように,財 産所在地

法の適用範囲を信託自体の有効性についてまで広げて解釈するのは,条 約

の趣旨か らいっても適切ではないと思われる。さらに,11条 は15条 による

制限の下に置かれているものの,11条3項d号 に関 しては,そ の第2文 に

おいて,当 該財産の所持人である第三者の権利及び義務については,法 廷

地の抵触法により決定される準拠法によると規定されており,こ の点につ

いての法廷地の抵触法による準拠法決定の際に取引の安全,第 三者の利益

保護への配慮がなされるであろうことか ら,信 託財産の復旧権が認められ

るか否かという問題自体は,11条3項d号 第1文 により信託準拠法により

規律されると解することで足 り,15条1項d号 及びf号 等を根拠に,信 託

財産準拠法上も復旧権が認められることを要すると解するのは厳格に過ぎ

るように思われる。
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以上のハーグ信託条約11条3項d号 をめぐる解釈についての議論は,わ

が国の国際私法上,受 託者の権限違反行為により信託財産が処分された場

合の信託財産の復旧の問題につき考慮する際にも非常に示唆的であり,参

考になるものと思われる。まず,受 託者がその権限に違反 して信託財産を

処分 した場合に信託財産の復旧権が認められるかという問題は信託の効力

の問題であり,信 託準拠法が適用されるべきであると考えられる。仮に信

託準拠法上,そ のような復旧権自体が認められない場合には,信 託財産の

復旧は否定されることになろう。信託準拠法により復旧権が認められる場

合には,次 に,復 旧権を行使する者と当該財産を譲 り受けた第三者との間

で,当 該財産の帰属,譲 渡の有効性が争われることになる。信託財産の復

旧の請求に対 し,第 三者がどのような抗弁主張をすることができるかとい

う問題は,信 託準拠法の適用範囲外の,そ れ自体独立 した法選択問題であ

り,当 該財産の帰属,譲 渡の有効性が問題になっているとして,通 則法13

条又は通則法23条 により信託財産準拠法が適用されることになると解され

る㈹。

第五章 結びにかえて

従来より,信 託は契約や不法行為などとは異な り,国 際社会で普遍的に

認められている法制度ではないとされてきた。 しか し,昨 今,信 託という

法制度の柔軟性,有 用性が評価されるに従い,世 界各国において破竹の勢

いといってよいほど信託法の制定が相次いでいるのをみると,信 託は各国

の法秩序において次第に存在感を増 し,ま た普遍性を獲得 しつつあるよう

にも感 じられる。ハーグ信託条約の加盟国の数が少 しずつではあるもの

の,着 実に増えていることも,そ の証左の一一つであるといえよう。

とはいえ,信 託 という概念 ・用語 はいわば多義的な ものであり,国 に
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よって,あ るいは論者によっても一様 でないという複雑性を抱えているこ

とか ら,国 際私法上 「信託」という単位法律概念の外延を画定する作業は

非常な困難を伴う。また,信 託準拠法と,関 連する他の単位法律関係の準

拠法との適用関係を考慮するに際 しては,設 定された信託をできるかぎり

尊重すべきとの視点か ら,信 託が関わる法的問題については,信 託準拠法

の適用を基本とし,そ の上で他の単位法律関係の準拠法との適用関係の調

整を図ろうとする立場㊤①と,信 託が未だ普遍性を獲得 していないことを顧

慮 し,相 続等の他の普遍的な法制度についての準拠法の適用を基本に据え

るべきであって,他 の単位法律関係の準拠法上信託が特則的に扱われてい

る場合に,そ の信託が有効に成立 しているか否かを信託準拠法により判断

すればよいとすることで調整を図る立場⑲1)の間での,準 拠法適用上の基本

姿勢の対立が,信 託をめ ぐる個 々の問題における学説の対立の根底にあ

る。筆者は前者の見解をとる者であり,現 在では,信 託という制度は一一部

の国にのみ存在する特異な法制度 という枠を超えて,国 際社会において

様々な形で積極的に活用されていること,そ してその傾向が今後益々強ま

るであろうことを考慮すると,信 託の準拠法決定において,任 意に設定さ

れる信託に関 しては信託当事者の意思による法選択を認めた上で,当 事者

の意思により選択された信託準拠法上の規律を,他 の単位法律関係の準拠

法との適用関係か ら生 じる制約はあるものの,で きるかぎり尊重すること

が,国 際信託の発展に寄与 し,望 ましいのではないかと考える。本稿にお

ける信託準拠法と信託財産準拠法の適用関係についての検討も,以 上のよ

うな観点か ら,信 託準拠法の適用を原則としなが ら,い かなる場合に信託

財産準拠法上の制約が課されるか,さ らに,そ れぞれの準拠法の適用範囲

の境界が何処になるのかという点につき若干の検討を行った。国際信託に

関 して,本 稿で検討 しきれなかった問題,残 された課題は数知れないが,

信託準拠法と信託財産準拠法の適用関係に関する本稿をささやかな一歩 と
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し,今 後も信託をめぐる国際私法上の問題に取 り組んでいきたい。

注

(1)信 託の起源については諸説ある。新井誠 『信託法[第3版]』(有 斐閣,2008

年)3頁 以下。

(2)中 田英幸『ドイツ信託法理一 日本信託法 との比較』(東北大学出版会,2008年)

45頁 以下参照。

(3)中 国の信託法については,ル シーナ ・ホー(新 井=岸 本訳)「中国信託法にお

ける理論と実務II理 論編」信託243号42頁,瀬 々敦子 「中国信託法の比較法的

考察～日本,英 国,米 国の信託法と比較して～(上)」 「同(下)」 国際商事法務

35巻11号1543頁,同35巻12号1676頁 参照。フランス信託法については,山 田希

「フランス信託法の基本構造」名古屋大学法政論集227号597頁,森 脇祥弘 「フラ

ンス信託法の形成過程」高岡法学19巻1=2合 併号95頁,金 子敬明 「フランス

信託法の制定について」千葉大学法学論集22巻1号174頁 参照。

(4)国 際信託に関する今 日的問題について論 じた文献 として,新 井誠 「近年にお

ける国際的信託の発展状況」筑波ロー ・ジャーナル3号29頁,島 田真琴 「国際

民事信託の設定に関する諸問題」慶慮法学9号117頁 参照。

(5)ス ペイン,ポ ル トガル等。島田・前掲注(4)118頁及 び121頁 以下参照。

(6)本 稿第二章参照。

(7)能 見善久 「信託と物権法定主義 信託と民法の交錯」佐藤=斎 藤編 『現代民

事法学の理論(上)」(信 山社,2001年)29頁,31頁 。森田果 「信託」民商法雑

誌135巻6号1018頁,1020頁 以下参照。

(8)ハ ー グ信託条約に関 して,本 稿の他の脚注で挙げた文献の他,以 下の文献を

参照。高杉直 「ハーグ信託条約における法選択規則の構造」民商法雑誌104巻5

号623頁,菊 池洋一 「ハーグ国際私法会議第一五会期の報告」民事月報39巻12号

3頁,沢 木敬郎 「ハーグ信託条約について」池原季雄編 「国際信託の実務と法

理論」(有 斐閣,1990年)149頁,原 優 「「信託の準拠法及び承認に関する条約」

の締結と国内法制」池原季雄編 「国際信託の実務と法理論」(有 斐閣,1990年)

170頁 。なお,ハ ーグ信託条約の説明報告書の日本語訳として,ア ルフレッド・

E・ フォン・オーヴェルベック(道 垣内正人訳)「信託の準拠法及び承認に関す

るハーグ条約についての報告書(翻 訳)」 信託153号4頁 参照。

(9)http://www.hcch.net/index _en.php?act=conventions.status&cid=59

⑩ 新井 ・前掲注(1)3頁 。

⑪ イスラエル,リ ヒテンシュタイン等。各国でみられる信託(あ るいは信託類

似)制 度等に関する文献として,AdairDyer&HansvonLoon(三 菱信託

銀行法律研究会訳)「 信託 とその類似制度に関する報告(1)「同(2)」「同(3)」「同

④」「同(5)」「同(6・ 完)」 信託142号45頁,同143号21頁,同144号39頁,同145
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号11頁,同146号75頁,同147号118頁 参照。

⑫ 新井誠 「信託の比較法的概観 比較信託法一実質法」池原季雄編 『国際信託の

実務と法理論」(有 斐閣,1990年)1頁,6頁 以下参照。

⑬ 新井 ・前掲注⑫3頁 以下。新井誠「国際信託法の諸問題H比 較信託法の問題

点について」信託法研究12号97頁,99頁 以下。

ω 新井誠 ・前掲注⑫3頁 以下。新井 ・前掲注⑬100頁 以下。

⑮ 新井誠「ドイツ法の信託と英米法の トラストーハーグ信託条約の観点から一」

國學院法学30巻4号207頁,210頁 。

㈲ 新井 ・前掲注⑮210頁 。

⑰ 新井 ・前掲注⑫3頁,新 井 ・前掲注⑬100頁 以下。

㈹ 新井 ・前掲注⑫6頁 以下。

⑲AdairDyer&HansvonLoon・ 前 掲注qD(信 託143号)28頁 。受託者の

債権者による差押や受託者の背任は,委 託者や受益者が自ら引き受けた リスク

として認識されていた。山田・前掲注(3)600頁参照。

⑳ 山田・前掲注(3)600頁

⑳ 新井 ・前掲注働10頁,中 田 ・前掲注(2)94頁以下,ハ イン・ケッツ(新 井誠監

訳)『 トラス トとトロイハ ントーイギリス ・アメ リカと ドイツの信託機能の比

較」(勤 草書房,1999年)135頁 以下参照。スイス法でも,受 託者の一般債権者

が信託財産に執行を行う場合,委 託者に特別の取戻権ないし異議権が認められ

ている。ヘルムー ト・コーイング(新 井誠訳)「 ドイツ国際私法と法律行為によ

る信託」ジュリスト810号78頁,82頁 参照。

⑬AdairDyer&HansvonLoon・ 前 掲注(ID(信 託143号)28頁 。新井 ・前

掲注⑫9頁 。

㈱ ハイン・ケ ッツ・前掲注⑳149頁 以下。

⑳ 道垣内弘人 『信託法入門」(日 本経済新聞出版社,2007年)21頁 。

⑳ 新井 ・前掲注(1)40頁以下。

⑳ 新井 ・前掲注(1)42頁以下。

⑳ フランスの信託法では,信 託の定義規定において受託者の固有財産と信託財

産の分別管理(民 法典2011条)が 定められたり,ま た受託者が破産した場合に

も信託財産はその破産財団に組み入れられない(民 法典2024条)こ とが宣言さ

れるなど,英 米法上の信託の特徴が取 り入れられている。なお,フ ランス信託

法上,信 託財産の保全 ・管理に関して生 じた債権に対して信託財産が不足する

場合には,債 権者が委託者の財産を差 し押えうる旨が定められている(民 法典

2025条2項)点 が特徴的である。山田・前掲注(3)601頁及 び603頁 参照。

⑳ 英米法系諸国の信託を継受 した信託であることは,ハ ーグ信託条約が適用さ

れる必要条件ではない。2条 の基準に該当する法制度であれば,必 ずしも英米

法系諸国の信託を継受 した信託でなくとも,ハ ーグ信託条約の適用対象 とな

る。VonOverbeck,ExplanatoryReport,No,26.
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⑳ 新井 ・前掲注⑬108頁 参照。

⑳AdairDyer&HansvonLoon・ 前 掲注⑪(信 託143号)26頁 以下参照。

但 し,ド イツ法における信託については,自 益型の担保信託を除外すれば,

ハーグ信託条約2条 の定義に含めることも可能ではないかとの見解もある。新

井 ・前掲注⑬108頁 参照。

⑳ 復帰信託(resultingtrust)が ハーグ信託条約の適用範囲に入るか否かにつ

いては,争 いがある。道垣内正人 「国際信託法の諸問題1信 託の準拠法及び承

認に関するハーグ条約について」信託法研究12号65頁,90頁 参照。

舩 ドイツにおいて も,復 帰信託及び擬制信託は,本 質的に法律行為による信託

とは異なる目的を果たすことから,国 際私法上 も,復 帰信託及び擬制信託と,

法律行為による信託とは異なる取 り扱いが必要であるとの指摘がみられる。こ

の点につ いては,STAUDINGER/STOLL,InternationalesSachenrecht,

13Bearbeitung,1996,S95.

㈱ 法制審議会における議論については,小 出邦夫 『逐条解説 ・法の適用に関す

る通則法」(商 事法務,2009年)410頁 以下参照。また,同 様に,法 例の見直し

にあたって,信 託の準拠法決定に関する問題点及び諸外国の立法の動向が紹介

された文献として,法 例研究会 「法例の見直 しに関する諸問題④」(商 事法務,

平成16年)35頁 以下参照。

小出 ・前掲注㈱414頁 。

㈲ 小出 ・前掲注㈱414頁 。

㈲ 小出 ・前掲注㈱416頁 以下。

⑳ 信託をめ ぐる準拠法決定について,本 稿の他の脚注で挙げた文献の他,島 田

真琴 「国際信託の成立及び効力の準拠法(1)」「同(2・ 完)」 慶慮法学10号89頁,

同13号21頁,同 「国際信託に関わる法律問題の準拠法決定基準」慶鷹法学11号

59頁 参照。

㈱ なお,澤 木=道 垣内 『国際私法入門[第6版]』(有 斐閣,2006年)228頁 以下

では,信 託の場合,通 則法7条 の 「当事者」は委託者のみを指すとされている。

㈱ コーイング・前掲注⑳78頁,80頁 。新井誠 「比較信託法一抵触法 ドイツ国際

私法における信託の準拠法」池原季雄編 『国際信託の実務と法理論』(有 斐閣,

1990年)24頁 以下。

ω 中田 ・前掲注(2)37頁以下参照。

qD森 田 ・前掲注(7)1022頁以下。

ω この他,国 際私法上,信 託財産があたかも財団法人のような特殊な法的主体

性をもちうることを根拠に,信 託を法人に類似 した存在 と捉えて,法 人の従属

法を適用するとの考え方(ド イツの少数説)も ありえるが,多 種多様な信託を

すべて法人になぞらえて解釈するのは必ずしも適切ではないように思われる。

⑬ 但 し,擬 制信託など,当 事者の意思に基づかないタイプの信託については,

通則法7条 以下を類推適用することは適切でないと考える。当該事実関係にお
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いて実質的に問われているのはいかなる問題かを見極めたうえで,他 の競合す

る法制度との関係にも配慮 しつつ,準 拠法の決定を行うべきであろう。同旨,

森 田 ・前掲注(7)1032頁。 当事者の意思に基づかないタイプの信託の準拠法決定

の詳細な検討については,他 日を期 したい。また,信 託の準拠法決定に先立ち,

財産を受託者に移転する法律行為の有効性が問題 となるが,委 託者が受託者に

財産を移転する法律行為(財 産の譲渡や遺言)の 有効性の準拠法決定について

は,先 決問題として各移転行為の準拠法によると解される。

幽 信託準拠法と相続準拠法の適用関係については,早 川眞一郎 「信託と相続の

交錯」池原季雄編 『国際信託の実務と法理論」(有 斐閣,1990年)112頁 参照。

㈹ 早川眞一郎 「信託の国際的調和」信託法研究23号49頁,67頁 。

㈹ 澤木=道 垣内 ・前掲注㈱229頁 以下。

㈲ 澤木=道 垣内・前掲注㈱229頁 以下。道垣内正人教授は,相 続準拠法 と信託

準拠法との適用関係についても,同 様の視角から,道 垣内正人 「国際化の中の

高齢社会一国際的な相続と信託 との関係」新井誠編 『高齢社会 と信託」(有 斐

閣,1995年)233頁 において,国 際社会において普遍的に信託制度が認められて

いない現状か らすれば,基 本は相続法秩序であって,相 続準拠法上信託が特則

的に扱われている場合に,そ の信託が有効に成立 しているかといった問題が信

託の問題として別途準拠法が決定されると述べる。

㈹ 森田・前掲注(7)1028頁以下。

㈹ ハーグ信託条約上も,信 託財産の独立性は,信 託準拠法の如何を問わず,信

託である以上有する必須の性質であるとまでは解されていない。

⑳ いわゆる総括準拠法にあたる相続準拠法の適用に関し,外 国に所在する財産

については財産所在地法上の処理が事実上優先されることを指摘 している文献

として,道 垣内 ・前掲注㈲234頁 参照。信託準拠法に関しても,同 様のことが妥

当するものと思われる。

⑳ ハーグ信託条約8条 参照。

働 ハーグ信託条約上,信 託準拠法に基づいて設定 された信託が他の締約国で信

託として扱われるのは,信 託準拠法適用の当然の結果であるとして,11条 を不

要とする見解もある。早川 ・前掲注㈲64頁 参照。

鮒 ハーグ信託条約11条2項 では,承 認が,少 なくとも,信 託財産が独立の基金

を構成すること,受 託者が受託者 としての資格で訴訟当事者になれること,及

び受託者が受託者としての資格で公証人または公的資格において行為するいか

なる者の前にも出頭することができることを意味すると規定 されている。この

11条2項 に規定された事項は,信 託である以上,当 然にどの準拠法においても

規定されている内容であるので,承 認にあたって何ら条件は付されていない

が,11条3項 に規定された事項は必ず しも信託法に共通にみられる内容ではな

いたあ,「信託準拠法がその旨規定 していないときはこの限りでない」という条

件が付されている。道垣内 ・前掲注eD80頁 参照。
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働 ハ ー グ信 託 条 約 の 説 明報 告 書 に お い て も,信 託 準 拠 法 が規 定 す る限 り にお い

て 信 託 財 産 の独 立 性 が 承 認 さ れ る とい う点 に つ い て は,自 明 の 事 柄 と して,特

に 議 論 は な さ れ な か っ た と言 及 さ れ て い るVonOverbeck,Explanatory

Report,No.112.

㈲ ハ ー グ信 託 条 約15条1項 の列 挙 は例 示 に す ぎ ず,列 挙 さ れ て い な い 事 項 に関

す る 強 行 規 定 で あ っ て も 信 託 に 関 す る 規 定 に 優 先 し う る 点 に 注 意 。Von

Overbeck,ExplanatoryReport,No.139.

6⑤ な お,ハ ー グ信 託 条 約15条1項 に よ る以 外 に も,法 廷 地 の 直 接 適 用 法 規 あ る

い は事 案 と十 分 に密 接 な関 連 性 を有 す る第 三 国 の直 接適 用法 規 が,事 実 上 信 託

準 拠 法 に優 先 す る可 能 性 が あ る(16条)。 ま た,ハ ー グ信 託 条 約 の 規 定 の 適 用 が

明 らか に公 序 と相 容 れ な い場 合 に は,当 該 規 定 の適 用 を排 除 す る こ とが で き る

(18条)。

⑳ 道 垣 内 ・前 掲 注eD82頁 。DAvlDJ.HAYToN,LAwRELATINGTo

TRUSTSANDTRUSTEES,18thed,,(2010),at1366.DavidHayton,Z乃 θ

Hα9麗6Coηv副 ∫oηoη 伽L僻A〃 〃coわ18'07r嘘30η40η'襯rR6co9漉 ∫oη,

(1987)361.C.L.Q.,260,at277.

㈹ ハ ー グ信 託 条 約15条2項 は,同 条1項 の規 定 の適 用 に よ り,信 託 が 承 認 され

な い場 合 に は,裁 判 所 は,他 の方 法 に よ り信 託 の 目的 が達 成 され る よ う努 め な

けれ ば な らな い と規 定 す る。 しか し,こ の15条2項 が実 際 に機 能 す るか ど うか

に つ い て は,悲 観 的 な 見 方 も あ る。FAWCETT,CARRUTHERS&NORTH,

CHESHIRE,NORTH&FAWCETT,PRIVATEINTERNATIONALLAW

14thed.,(2008),at1321.

㈹ ハ ー グ信 託 条 約15条1項 の下 で の信 託 準 拠 法 と相 続 準 拠 法 の 適 用 関 係 に つ い

て 論 じて い る文 献 と して,道 垣 内 ・前 掲 注 ㈲232頁 参 照 。

⑳K6TZ,H.,Die15.HaagerKonferenzunddasKollisionsrechtdes

trust,RabelsZ50(1986),S.562ff,S.579.他 方,こ の よ う に解 釈 す る と英 米

法 型 の 信 託 の本 質 が 損 な わ れ る と して,15条 は受 益 者 の 利益 に 関 わ る限 りで 適

用 され る と い う よ う に制 限 的 に解 釈 し,ハ ー グ信 託 条 約 上,信 託 財 産 の 独 立 性

を 認 め る こ とが 要 求 され て い る と解 す る見 解 も あ る。JONATHANHARRIS,

THEHAGUETRUSTSCONVENTION-SCOPE,APPLICATIONANDPRE-

LIMINARYISSUES,(2002),at317-318.HAYTON,5甲rαnote57,at1376.

㈹ コー イ ン グ ・前 掲 注 ⑳82頁 は,信 託 財 産 の独 立 性 の 問題 を,ド イ ツ実 質 法 に

依 拠 した視 点 か ら,受 託 者 の一 般 債 権 者 が信 託 財 産 に執 行 を 行 う場 合 に認 め ら

れ る特 別 の取 戻 権 ・異 議 権 が 委 託 者 な い し受 益 者 に帰 属 す る か 否 か,あ るい

は,こ の よ うな 特 別 の権 利 の い か な る もの が委 託 者 な い し受 益 者 に帰 属 す るの

か と い う問 題 と い う形 で捉 え,こ の 問題 は,原 則 と して,債 権 的 信 託 取 り決 め

が 服 す る法 秩 序,す な わ ち信 託 準 拠 法 に よ って判 断 さ れ る との 立 場 に 立 った 上

で,最 終 的 に,こ の よ う な優 先 権 が他 の債 権 者 に対 して認 め られ るか 否 か は,
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法 廷 地 法 に左 右 され る と述 べ る。

紛 信 託 法23条1項

⑬ 信 託 法23条5項

御 信 託 法14条

㈹ 登 記 ・登 録 方 法 の な い財 産 につ い て は,受 託 者 に分 別 管理 を 要 求 す る こ とで

「公 示 」 の 代 わ り と し,取 引 の 安 全 が 図 られ て い る。 能 見 ・前 掲 注(7)43頁 。

㈹ 能 見 善 久 『現 代 信 託 法 」(有 斐 閣,2004年)33頁 。

㈲ 同 旨,森 田 ・前 掲 注(7)1026頁 。

㈹ 同 旨,森 田 ・前 掲 注(7)1026頁 。

㈹ 信 託 法16条

⑳ 能 見 ・前 掲 注 ㈹62頁 以 下 。

⑳ ドイ ツで は,学 説 か らは直 接 性 の原 則 につ き 批判 は あ る もの の,判 例 で は,

2003年6月24日 のBGHの 判 決 に お い て も,口 座 に関 わ る事 例 とい った 一 部 の 例

外 を 除 き,依 然 と して直 接 性 の原 則 を維 持 す る こ とが示 され て い る。 中 田 ・前

掲 注(2)94頁 及 び172頁 以 下 参 照 。 新 井 ・前 掲 注 ⑮214頁 参 照 。 ハ イ ン ・ケ ッ ツ

(新 井 誠 訳)「 国 際 的 法 律 関 係 に お け る信 託 一 信 託 の 準拠 法 とそ の 承 認 に関 す る

ハ ー グ条 約 」 信 託185号64頁,71頁,ケ ッツ ・前 掲 注 ⑳137頁 参 照 。

⑫ 土 地 に関 して は,受 益 者 を保 護 す る 目的 で,受 託 者 の 信 用 不安 や 権 限 外 処 分

を 停 止 条 件 とす る譲 渡 の仮 登 記 を行 った場 合 に は,事 実 上 直 接性 の 原 則 は 問 題

とな らな い。 ま た,預 金 口座 の信 託 に は直 接 性 の原 則 は適 用 され な い 。 な お,

ドイ ツで は,信 託 を規 律 す る一 般 法 は存 在 しな い が,投 資 の た め の 信 託 につ い

て は 投 資 会 社 法(KAGG)が 制 定 さ れ て お り,こ のKAGGと い う限 定 され た

範 囲 内 で,英 米 法 上 の信 託 の 概 念 が 導 入 さ れ て い る。 中 田 ・前 掲 注(2)179頁 参

照 。

⑱HARRIS,5叩 既note60,at322.

㈹ ドイ ツ に お いて も,信 託 準 拠 法 上,信 託 財 産 の物 上 代 位 が 認 め られ る と して

も,信 託 財 産 の 代 位 物 が ドイ ツ に所 在 して い る場 合 に は,財 産所 在 地 法 た る ド

イ ツ法 上,信 託 財 産 の物 上 代 位 が認 め られ て い な い た め,結 局,物 上 代 位 は認

め ら れ な い と説 く見 解 が 見 ら れ る。WITTUHN,G.,Dasinternationale

Privatrechtdestrust,1987,S.145.STAUDINGER/STOLL,a.a.0.,

S99.他 方,こ の 問題 につ いて,端 的 に財 産 所 在 地 法 が 適 用 され る との 見 解 もあ

る。DORNER,H.,DerTrustimdeutschenInternationalenPriva-

trecht,in:LETRUSTENDROITINTERNATIONALPRIVE:PER-

SPECTIVESSUISSESETETRANGERES,2005,S.73ff,S.84.

㈲ イ ギ リス法 上,追 及 権 は,善 意 か つ有 償 の取 引 に よ って 当 該 信 託 財 産 を 取 得

した 第 三 者 に は対 抗 で きな い(善 意 有 償 取 得 者 法 理)。 イ ギ リス法 の 「トレー シ

ン グ(tracing)の 法 理 」 は,日 本 法 上 の 受 益 者 の 取 消 権 及 び信 託 財 産 にお け る

物 上 代 位 に 相 当 す る 内容 を 含 ん で い る 。 能 見 ・前 掲 注 ㈱60頁 及 び62頁 以 下 参
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照 。

㈹ 中 田 ・前 掲 注(2)144頁 及 び175頁 以 下 参 照 。

⑰ 信 託 法27条

⑱ 森[H・ 前 掲 注(7)1029頁 以 下 。

⑲11条3項d号 第2文 に よ る,法 廷 地 の 抵 触 法 に よ って 定 ま る準 拠 法 の適 用

と,15条1項 に よ る,法 廷 地 の抵 触 法 に よ って定 ま る準 拠 法 上 の 強 行 規 定 の 適

用 と は,前 者 の 場 合 は,強 行 規 定 の み な らず,任 意 規 定 も適 用 され るの に対 し,

後 者 の 場 合 は,強 行 規 定 の み が 適 用 さ れ る と い う 点 で 異 な る。VonOver-

beck,ExplanatoryReport,No.138.し か し,実 際 に は大 差 な い とい う指 摘

が あ る。 道 垣 内 ・前 掲 注eD94頁 。

⑳ 受 託 者 が 信 託 に違 反 して信 託 財 産 を 自己 の 固有 財 産 と分 別 管 理 しな か った 場

合 にお け る信 託 財 産 の復 旧 につ い て は,第 三 者 が 関 わ らな い 信 託 当 事 者 間 の 問

題 で あ るた め,11条3項d号 第2文 は適 用 さ れ ず,第1文 の み に よ って 規 律 さ

れ,信 託 準 拠 法 に よ る こ と と な ろ う。 但 し,こ の 問題 に つ い て も,15条 に よ る

制 限 が 課 され る こ と に注 意 。

⑳HARRIs,3μ1フrα,note60,at324.

(8カHARRIS,5配 ρr砧note60,at329.

⑬COLLINS&OTHERS,DICEY,MORRISANDCOLLINSONTHECON-

FLICTOFLAWS,14thed.Vo1.2,(2006),at1322.JonathanHarris,

7γαc加g侃4'舵Co頑 ∫α 〔プLαw3:inBRITISHYEARBOOKOFINTERNA-

TIONALLAW2002,65,at97.HAYTON,躍prα,note57,at1377.

㈹Harris,5μ1π α,note83,at97.

㈲ 砿at97.但 し,JonathanHarris教 授 は イ ギ リス法 を念 頭 に お い て 論 じ

て い るた め,「 追 及(trace)」 との用 語 を用 い て説 明 され る が,ハ ー グ信 託 条 約

11条3項d号 の 条 文 上 は,「 追 及(trace)」 と い う語 は用 い られ て い な い。

(8⑤Harris,釧1π 砿note83,at97.

侶のHAYTON,躍 ρro,note57,at1378.

㈱Hayton,∫ 叩rα,note57,at276.又,DavidHayton教 授 は,HAYTON

ANDMARSHALL,COMMENTARYANDCASESONTHELAWOF

TRUSTSANDEQUITABLEREMEDIES,12thed.,(2005),at852-853.に お

いて,自 説 の根 拠 と して,ハ ー グ信 託 条 約11条3項d号 第2文,15条d号 及 び

f号,ハ ー グ信 託 条 約 の 説 明 報 告 書 の パ ラ グ ラ フ113等 を 挙 げ て い る。

㈲ ドイ ツ に お いて も,信 託 準 拠 法 上,受 託 者 の権 限違 反 行為 に よ り信 託 財 産 が

処 分 され た 場 合 に信 託 財 産 の復 旧権 が認 め られ る と して も,信 託 財 産 が ドイ ツ

に所 在 して い る場 合 に は,財 産 所 在 地 法 た る ドイ ツ法 に 基 づ く第 三 者 の 抗 弁 に

よ っ て,結 局 復 旧 が 否 定 さ れ る と説 く見 解 が 見 られ る。WITTUHN,a.a.0.,

S143f.STAUDINGER/STOLL,a.a.0.,S99.他 方,受 託 者 が そ の 権 限 に違

反 して 信 託 財 産 を処 分 した場 合 の信 託 財 産 の復 旧 の 問題 に つ い て は,端 的 に財

31



近畿大学法学 第58巻第4号

産所在地法 が適用 されるとの立場を とる見解 もある。DORNER,a.a.0.,

S,84.こ れ らの文献では,そ れぞれ信託財産における物上代位の準拠法決定に

ついても同様の視角からの見解が述べられている。本稿 ・前掲注⑭参照。

㊤① 早川 ・前掲注幽127頁 。

㊤D道 垣内 ・前掲注㊨233頁 以下,森 田・前掲注(7)1030頁以下。
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